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1. 総則 

1-1. 計画改定の背景 

内閣府は、近年発生した大規模災害の教訓を踏まえ、より実効性の高い業務継続計画の

策定を促進するため、令和５年５月に「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継

続の手引き」を公表した。 

また、東京都においても、令和４年 5月に「首都直下地震等による東京の被害想定」を

約 10 年ぶりに公表した。令和５年 11月には「東京都業務継続計画」（以下「都政 BCP」

という。）を改定し、地震に加え、風水害や島しょ地域における火山噴火を想定したオー

ルハザード型の業務継続計画とした。 

こうした国や都の動向を受け、本区では、令和６年度に「中央区地域防災計画」の修正

を行い、新たな被害想定や関係法令との整合性を図るとともに、区防災対策の進捗及び災

害対応シナリオ等の更新をしたところである。 

本区は、定住人口が堅調に増加し、令和 9年度中には 20万人を超える見込みであり、

日本橋、銀座、築地など首都東京を代表する繁華街を有していることから、本区の特性に

応じたマンション防災対策や事業所防災対策の推進、さらには、地域防災の要である防災

拠点活動への支援が極めて重要である。 

今後いつ起きてもおかしくない首都直下地震に備え、区として、区民の生命、身体及び

財産を守ることはもとより、区民等と協働しながら「地域ぐるみ」で地域防災力の強化に

向けた歩みを進めていくことが不可欠である。 

こうした区の取組を着実に履行していくため、今般、「中央区業務継続計画【震災・風水

害編】」（以下「区 BCP」という。）を改定する。 

 

1-2. 区 BCP の目的、他の計画との関係性等 

1-2-1. 区 BCP の目的 

業務継続計画（Business Continuity Plan）（以下「BCP」という。）は、広義には、地震

や風水害など自然災害に加え、テロなどの人為的な災害を包含した緊急事態発生時に、被

害を最小限に抑え、事業の継続、早期の復旧を図るための計画である。 

区 BCP は、地震と風水害に特化するかたちで、区が被災し、区職員や区施設・設備に

被害が発生することを想定し、活用できる人的・物的資源が限られている状況下におい

て、また必要なライフライン・インフラに障害が発生している状況下においても、行政機

能を維持するための方針を定めるものである。 
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このため、区 BCPでは、災害発生時にあっても優先的に人的、物的資源を投入すべき

「非常時優先業務」を定め、災害対応に必要な執行体制及び執務環境の確保に必要な方策

を整理した。なお、区 BCP の改定にあたり、内閣府の大規模災害発生時における地方公

共団体の業務継続の手引き、都政 BCP及び東京都災害時受援応援計画を参考とした。 

 

 

1-2-2. 区 BCP と他の計画との関係性 

区 BCP は、図１に示すとおり、中央区地域防災計画を補完する位置づけを有する。 

具体的には、地域防災計画は、災害に対する予防・応急・復旧対策を体系的に取りまと

めた計画であるのに対し、区 BCPは地域防災計画を補完する形で、区が行う非常時優先

業務や、それに必要な執行体制等を明記した計画である。 

さらに、図内に記載する「災害時職員行動マニュアル」は、中央区地域防災計画及び区

BCPから非常時優先業務を抽出し、その業務に関する細部事項を的確に履行するために定

めた行動マニュアルである。 

 

 

図 1：区 BCP と他計画の関係性 
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表 1：区 BCP と地域防災計画の差異 

 

項目 区 BCP 区地域防災計画 

関連計画等 

「大規模災害発生時における地方

公共団体の業務継続の手引き」、「「都

政 BCP」、「「東京都災害時受援応援計

画」 

「防災基本計画」、「「東京都地域防災

計画」 

計画の趣旨 

発災時に必要資源に制約がある状

況下において、目標とする時間・時

期までに非常時優先業務を実施、継

続できるようにするため業務体制

や必要な執務環境の確保等を整理 

区、防災関係機関、区民、事業者等

が行うべき災害対策について、予

防、応急・復旧対策の各段階に応じ

た活動等を整理 

地域防災計画を補完する計画 地方公共団体が取り組む防災対策

を定めた計画 

区の被災想

定 

区の被災を想定し、庁舎、職員、

電力、情報システム、通信等の必

要な資源の被災を評価 

区内の被害想定を前提 

計画の対象

範囲 

応急対策業務 予防対策業務 

優先度の高い通常業務 応急対策業務 

優先度の高い復旧・復興業務 復旧・復興業務 

受援  

 

1-2-3. 区 BCP の発動基準及び適用範囲 

（1）発動基準 

区 BCP の発動基準は、中央区地域防災計画に定める中央区災害対策本部の設置及び対

応方針に合わせることとする。中央区災害対策本部の設置基準は、下記のとおり。 

 

■中央区災害対策本部の設置基準（参考） 

区長は、区内において災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、非常配備態勢

を発令する必要があるとき、本部を設置する。 

《地震における本部設置》 

区内で震度５強以上の地震が発生した場合は本部を設置する。 

なお、震度に関わらず、被害状況等に応じて本部を設置する。 

《風水害の場合》 

台風により大雨などの特別警報発令が予想される場合、又は気象庁等の関係機関との

ホットラインにより警戒態勢を準備する旨の連絡があった場合、本部を設置する。 
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（2）適用範囲 

区 BCP の適用範囲は、区職員が従事する非常時優先業務とする。あわせて、非常時優

先業務を着実に実行するために必要な執行体制及び執務環境の確保に係る事前準備を含む

ものとする。 

このため、区が行う事務事業の委託をしている事業者等においても、災害時における業

務継続のための事前対策や業務の実施が求められることから、所管部署との連携のもと所

要の対応を行うものとする。 

 

1-2-4. 区 BCP 実行性の確保 

区 BCP に基づき災害発生時に非常時優先業務を確実に実施されるよう、全区職員を対

象として、研修や訓練等の取組を通じて、個々の職員が自身の役割や組織の目標に対する

理解を深め、対応力や業務スキルを習得していくことが重要である。 

このため、研修や訓練等を含め、PDCA サイクルに則った業務継続マネジメント

（Business Continuity Management, BCM）を運用することにより区 BCPが災害時でも機

能するよう実行性の向上を図る。 

 

 

図 2：業務継続計画の PDCA サイクルイメージ 
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（1）研修・訓練等の実施 

発災直後は他の団体など庁外からの応援は期待できず、他団体等からの応援が到着した

場合においても、区職員が中心となって災害に対応し円滑かつ的確な災害対応活動を展開

していくことが重要である。このため、平時から職員一人一人の防災意識の向上や組織と

しての対応力の強化に取り組んでいくことが肝要である。 

下表の各種研修・訓練等の実施により災害対応力の強化を図っていく。 

 

■研修に関するメニュー 

メニュー 内容 対象 

区 BCP普及のため

の庁内研修 

中央区地域防災計画及び区BCPに対する理解を深

めるための研修を実施する。（随時） 
全職員 

災害時職員行動マ

ニュアルに関する

職場内研修 

災対各部において、非常時優先業務の認識及び災害

時の対応の理解を促進するための研修を実施する。（随

時） 

災対各部の 

職員 

災害時用資器材の

操作方法等に関す

る研修 

災害時に資器材を円滑に操作できるよう、操作訓練

を含む研修会を実施する。（1回／年） 

臨時非常  

配備職員 

 

■訓練に関するメニュー 

メニュー 内容 対象 

災害対策本部運営

訓練 

従来の訓練に次のようなBCPの要素を加えた訓練

を実施する。 

⚫ 非常時優先業務への対応の確認 

⚫ 優先度の高い通常業務への対応の確認 

⚫ 東京都等の関係機関との連携体制の確認 

⚫ 避難所運営における地域との連携体制の確認 

 

⚫ 物資輸送等における区内事業者等との連携体

制の確認 

⚫ 非常配備態勢の確認 

全職員 

災対各部による 

講義や訓練 

災害対策本部運営訓練前の機会等を捉え、講義や訓

練を通じて、災害対応の流れや活動を確認する。 

災対各部の 

職員 
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（2）震災対策推進委員会や訓練等における点検・確認 

業務継続計画に掲げる業務等が着実に遂行されるよう、各部における平時からの取組は

もとより、震災対策推進委員会の場で全庁横断的な調整を図る。 

 

図 3：震災対策推進委員会組織図 

 

災対各部において訓練や演習等で得た課題等に対する改善、対応策の調整を図りなが

ら、庁内災対各部間の連携により区防災力を強化していく。 

 

 

 図 4：災害対策本部組織図 
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1-2-5. 災対各部の共通認識及び連携強化 

区BCPをより実行性のある計画とするためには、職員一人一人が意識ある防災行動を

とることはもとより、全庁各部で展開する非常時優先業務を把握しながら、自身が属する

組織で自ら役割を果たしていくことが必要である。あわせて、災対各部毎の業務継続の取

組とともに全庁横断的な取組を推進していくことが不可欠である。 

このため、非常時優先業務の関係する部署、災害対応の時間軸等を整理したマトリクス

（下図）を活用し、災対各部において継続的に区BCPの点検、見直し等を図っていくこ

とにより、職員及び組織単位で区BCPの共通認識と庁内連携の醸成を図る。 

 

 

図 5：マトリクス（イメージ） 
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1-3. BCP 改定のポイント 

1-3-1. 基本方針 

地震や風水害による災害により区が被災した際、速やかに業務の執行体制や執務環境の

確保を行い、迅速かつ的確に災害対応業務を行うことが不可欠である。 

今般の改定においては、内閣府（防災担当）が公表した「地方公共団体の業務計画の手

引き」に規定する重要６要素1を参考として、区 BCP の改定を行った。 

あわせて、令和 5年度の都政 BCP及び東京都災害時受援応援計画の内容も参考にし

た。 

 

1-3-2. 重要 6 要素の反映 

■要素❶：首長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制 

修正・加筆のポイント 

► 災害時の臨時非常配備態勢について、臨時非常配備職員の対象を、これまで区内及

び近隣 5区に居住する者であったところ、都政BCPを踏まえ、発災により交通機

関が停止した状況で徒歩による登庁が可能な本庁舎から概ね 10km圏内に拡大 

【詳細：4-2-2 非常配備態勢等の構築】 

► 本部長のみならず、本部員、災対各部の指揮者まで代行者を明記【詳細：4-2-3 職

務代理者の指定】 

► 災害発生時には、庁舎の被害状況や職員参集状況によっては災対各部の資源のみで

は非常時優先業務を継続できず、庁外からの応援を受け入れて業務継続することが

求められるため、受入れの流れ、受援が必要な業務、応援の要請方法等を整理 

【詳細：4-2-5 庁内の職員確保及び庁外からの応援受入、4-4 受援】 

 

■要素❷：本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 

修正・加筆のポイント 

► 本庁舎が被災して業務継続ができない場合でも、本庁舎以外を代替庁舎として使用

できるよう、本庁舎以外の庁舎に関する設備、使用できるスペース等を調査 

【詳細：5-2「 代替庁舎の特定】 

  

 
1 内閣府の「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き（令和 5年 5

月）」において規定されている、業務継続計画の策定に当たり必ず定めるべき特に重要な

要素のこと。 
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■要素❸：電気、水、食料等の確保 

修正・加筆のポイント 

► 執務環境や備蓄状況等、災対各部の現状を把握し、課題や今後とるべき対策を整理

【詳細：5「 業務継続に必要な執務環境の確保】 

 

■要素❹：災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保 

修正・加筆のポイント 

► 執務環境や使用している通信の状況等、災対各部の現状を把握し、課題や今後とる

べき対策を整理【詳細：5-1-3「 ライフラインの確保】 

 

■要素❺：重要な行政データのバックアップ 

修正・加筆のポイント 

► 執務環境や保存・使用している重要な行政データ等、災対各部の現状を把握し、課

題や今後とるべき対策を整理【詳細：5-1-4「 情報システムの保護・復旧】 

 

■要素❻：非常時優先業務の整理 

修正・加筆のポイント 

► 区としての非常時優先業務の考え方、全庁統一の非常時優先業務の設定【詳細：3-

1 非常時優先業務とは】 

► 非常時優先業務について再調査を実施し、優先順位の高い業務を調査・整理したほ

か、最重要非常時優先業務（＝72 時間以内に着手する非常時優先業務）を選定【詳

細：3-3 非常時優先業務における優先度の設定】 
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2. 中央区として想定する災害及び被害の様相 

2-1. 区 BCP の対象とする災害 

区の執行体制の構築及び執務環境の確保に重大な支障をきたす可能性のある災害とし

て、区及び東京都全域で甚大な被害が発生する首都直下地震（都心南部直下地震）と風水

害の 2 つの自然災害を区 BCPの対象とする災害とした。 

2-2. 地震 

2-2-1. 想定する災害 

令和 4 年 5 月に東京都が公表した「首都直下地震等による東京の被害想定」の内容を踏

まえ、本区として被害が最大となる地震を想定する災害とする。なお、地震に関して、南

海トラフ巨大地震の津波が東京湾内湾へ到達すると想定されているが、河川敷は浸水する

ものの住宅地等の浸水はないと想定しているため、南海トラフ地震は、区 BCPの想定す

る災害の対象外とする。 

 

項目 内容 

想定地震 都心南部直下地震 

震源 東京都23区南部 

地震の規模 マグニチュード7.3 

区内の震度 
6強（一部地域で7）を観測 

（5強以下：0%、6弱：39.6%、6強：59.7%、7：0.7%） 

震源の深さ 約49㎞ 

発生確率 今後30年以内70％（南関東地域におけるM7クラスの確率） 

表 2：想定地震 

 

2-2-2. 被害の様相 

（1）前提条件 

本区として最も甚大な被害が発生する条件（気象条件）として、冬・夕 18時・風速

8m/s の状況において都心南部直下地震が発生したものとする。 

 

気象条件 想定される災害 

冬・夕 18 時・風速

8m/s 

⚫ 火気器具利用が最も多いと考えられる時間帯で、これらを原因

とする出火が最も多くなる。 

⚫ オフィスや繁華街周辺、ターミナル駅では帰宅や飲食のため滞
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気象条件 想定される災害 

留者が多数存在する。 

⚫ ビル倒壊や看板等の落下物等により被災する危険性が高い。 

⚫ 鉄道、道路はほぼラッシュ時に近い状況で人的被害や交通機能

支障による影響が大きい。 

表 3：気象条件毎の想定される災害 

 

（2）被害の概要 

都心南部直下地震が発生した場合の、本区における被害の概要は下記のとおりである。 

⚫ 区内面積に占める約 60%の地域において震度 6強の地震が発生し、ゆれ・液状化に

伴う全壊棟数は 714 棟である。 

⚫ 死者及び負傷者は、ゆれによる建物被害を原因とするものが多い。 

⚫ 道路や鉄道の橋りょう等の被害が、震度 6強のエリア内で発生し、ほとんどの鉄道

は運行を停止し、また緊急輸送道路の渋滞も発生する。 

⚫ 鉄道の運行停止により、多数の帰宅困難者が発生するとともに、ターミナル駅に乗

客等が集中し、混乱する。 

 

（3）人的被害 

項目 内容 項目 内容 

死者 84人 避難者 50,126人 

負傷者 2,702人 帰宅困難者 337,098人 

重傷者 275人   

表 4：人的被害 

 

（4）ライフライン・インフラ被害 

項目 被害率 復旧の見通し 

電力 停電率 22.2％ 約 4日後 

通信 不通回線率 1.0％ ― 

上水道 断水率 45.5％ 約 17日後 

下水道 被害率 4.4％ 約 21日後 

ガス 供給停止率 30.0％ 約６週間後 

表 5：ライフライン被害 
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（5）本庁舎における災害の影響 

本庁舎は災害時における行政機能維持の重要性から、庁舎内の被害や影響を整理した。 

施設設備 被害の様相 

電力 ○停電時は、非常用発電機により必要最小限（本庁舎内の設備機

能維持用と区災害対策本部の活動用）の範囲に供給 （想定運転

時間：72時間） 

水（飲料水） ○上水道が停止した場合の飲料水は、備蓄物資を供給 

（500ml 2,600本） 

○緊急遮断弁付受水槽においても供給可能（40㎥） 

トイレ ○センサー付きのトイレを含めて排水管からの漏水が起きない

限り使用可能 

○配管が破損した場合は、携帯トイレや簡易トイレ等で対応 

空調・換気 ○停電時は、空調はサーバールームのみ稼働 

○換気については、窓を開けることで対応 

エレベーター ○ 地震による揺れを感知すると、最寄り階に着床し、ドアが開

き停止する。 

 ※エレベーター管理会社にて異常発報を受信後、復旧作業員が

自動的に手配される。 

※この自動運転中にエレベーター内の異常を確認し、問題がな

ければ表示が消えて自動的に復旧 

 ※自動運転中に問題が起きていれば、内部の遠隔装置からエレ

ベーター管理会社に警報が発信され、復旧用作業員が自動的

に手配 

○ エレベーターには防災キャビネットを設置 

 <収納物>飲料水、コップ、非常用クッキー、簡易トイレ、トイ

レットペーパー、消臭剤、トイレ目隠し用アルミブランケット、

LEDランタン、非常用ホイッスル等 

通信 

（電話・Wi-Fi） 

○ 電話機・Wi-Fiともに通信可能 

 停電時は、非常用発電機により電話交換室へ電力供給されるた

め使用可能。各執務エリアの電話・Wi-Fiにも非常用発電機を通

して電力供給 

○ 地域防災無線、地域防災無線FAX、災害時優先電話、災害時

優先携帯電話を配備 

表 6：本庁舎における被害の様相 
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2-2-3. BCP としての対策のポイント 

首都直下地震の発生に備え、本区への被害を軽減し、速やかに災害対応を実施・継続す

るため、下記のポイントに従い必要な対策を講じる。 

⚫ 本庁舎を始めとする区保有施設の安全対策（施設躯体の耐震・耐火、執務室内の什

器の落下・転倒防止等）を推進し、職員の負傷を防止すると共に、災害対応を行う

ための執務環境を確保する。 

⚫ 非常用発電機等の事前準備により、ライフラインが途絶した状況であっても職員が

業務を継続できる環境を確保する。 

⚫ 夜間・休日の地震発生を想定し、速やかに十分な人数の職員が本庁舎や防災拠点に

参集できるよう、参集体制（非常配備態勢）を整備する。 

⚫ 区民の生命・身体及び財産を守るとともに、本区の機能を維持するため、災害時に

行う業務を選択し、必要な人的・物的資源を集中的に投入する。 

⚫ 職員の負傷や参集困難により、必要な職員数を確保できない場合は、庁内・外より

職員の確保（例：東京都に対する応援要請等）に努める。 

⚫ 本庁舎が被災し、災害対策本部の設置・運営を始めとする災害対応の継続が困難に

陥った場合は、速やかに代替庁舎に移転し、業務を再開・継続する。 

 

2-3. 風水害 

2-3-1. 想定する災害と被害の様相等 

（1）洪水、高潮 

本区では、想定しうる最大規模の降雨（総雨量 600mm以上、1000 年に 1回程度の発生

頻度）を前提として、隅田川、神田川、日本橋川及び荒川について「区洪水ハザードマッ

プ」を作成している。上記の河川において洪水が発生した場合、区の北部において広い範

囲で浸水被害が発生することが想定され、高潮についても、区の北部及び南部において浸

水被害が発生することが想定されている。 

 

（2）区の取組 

国や都が設置した「荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会」及び「東

京都管理河川の氾濫に関する減災協議会」等に参画し、国や都、近隣区と連携し、風水害

への防災対策に取り組んでいる。 
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2-3-2. BCP としての対策のポイント 

風水害が発生した場合又は発生するおそれがある場合に備え、本区の被害を軽減し、速

やかに災害対応を実施・継続するため、下記のポイントに従い必要な対策を講じる。 

⚫ 止水板の設置等により本庁舎を始めとする区保有施設の浸水対策を推進する。 

⚫ 警報が発令された場合又は発令される可能性がある場合、発生が懸念される災害の

規模・様相について関係機関と広域的な視点での情報収集を行い、被害の予防軽減

に努める。 

⚫ 鉄道会社による計画運休が実施される可能性がある場合、職員の登庁が困難になる

おそれがあることから、当直も含め業務の執行体制の確保に努める。 

⚫ 警報が発令された場合又は発令される可能性がある場合、区内で開催される予定の

イベント等については、区が主催者の場合は中止・延期を速やかに決定する。ま

た、区以外が主催者の場合は、中止・延期の判断に資する情報や助言の提供に努め

る。 
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3. 非常時優先業務の選定 

3-1. 非常時優先業務とは 

3-1-1. 基本的な考え方 

首都直下地震等の大規模災害が発生した際、中央区地域防災計画に規定された災害応急

対策業務や災害復旧・復興業務は膨大な数に上る。加えて、災害により区職員及び本庁舎

等の区施設が被災する可能性があるため、全ての業務を実施・継続することは困難であ

る。その為、発災後は限られた資源を集中的に投入する、優先度の高い業務を予め定めて

おく。 

 

 

図 6：非常時優先業務の考え方 

 

3-1-2. 対象となる業務 

災害発生時に、区民の生命、身体及び財産を保護することはもとより、被害を最小限に

とどめるため、中央区地域防災計画に位置付けられた応急対策業務及び復旧対策業務のう

ち優先度の高いもの、その他通常業務のうち優先度の高いもの（＝非常時優先業務）を最

優先する。 

■対象となる業務 

① 災害発生から 72 時間までは、人命に係る応急対策業務に重点を置くため、区民生

活、施設等の維持管理に著しい影響を与える業務を除き、通常業務については一旦

停止する。 

② 4 日目以降については、各課で所掌している通常業務のうち、下記に示す選定基準

に示すいずれかの観点に当てはまり、かつ 2 週間以内に着手する必要がある場合

は、「優先度の高い通常業務」として業務を再開する。 
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③ 区施設（区民館、図書館、郷土資料館等）は、避難所等応急対策業務として使用す

る場合以外は、一般利用を休止する。 

④ イベント、会議等は原則として中止・延期する。 

⑤ 復旧・復興業務は、応急対策業務と並行し、早期に実施するべき基本的な業務を対

象とする。 

 

■「優先度の高い通常業務」の選定基準 

観点 業務の一例 

区民の生命・生活

に関すること 

住民への給付金交付業務の遅滞・中断により受給者の生活に大き

な影響 

法令順守 ○○法に定める期限を順守できなくなる 

庁内・他機関等へ

の業務の影響 

各部課や他機関との調整の遅滞・中断により、業務実施が困難に

なる 

その他 業務の遅延・中断により社会機能に影響のある業務 

表 7：「優先度の高い通常業務」の選定基準 
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3-2. 非常時優先業務 

区 BCP の改定にあたり、令和６年度に全部署に対して非常時優先業務の見直しに係る

調査を実施した。災対部別の非常時優先業務数は下表のとおりである。 

 

表 8：非常時優先業務の選定結果（災対部別） 

 

また、各業務について、時間（発災直後～１カ月以降）別に必要となるポスト数につい

て整理を行った。その結果、非常時優先業務の実施に必要な人数は、発災から 72 時間以

内の時点で最大値（1,844 人）を迎える。この人数（ポスト数）は、災害対応に従事する

本区職員の人数を大きく上回るものである。 

 

 

図 7：非常時優先業務の必要ポスト数の推移 

  



 

18 
 

3-3. 非常時優先業務における優先度の設定 

首都直下地震の発生時、非常時優先業務を実施するために多くの職員を確保することが

必要となるが、発災直後は一定数の職員が参集できない状況が予期されることを踏まえ、

あらかじめ職員が参集できない状況（非常時優先業務の実施・継続のために必要な職員を

確保できない状況）を想定した対応策を検討した。 

 

 

図 8：業務継続の基本的な考え方 

（都政 BCP より） 

 

首都直下地震等の大規模災害発生後、限られた資源を優先度の高い業務の着手に投入す

ることが求められるが、被災状況によっては非常時優先業務であっても、そのすべてを実

施することができない可能性があるため、非常時優先業務を実施する優先順位を設定（重

点化）する必要がある。 

非常時優先業務の優先度は、令和６年度に全部署に対して非常時優先業務の見直し調査

の際、下表の観点にて評価・設定した。 

 

指標 業務の開始（再開）が遅延することに伴う影響 

生命の保護 業務が遅延・中断することにより、要救助者の発見や救助部隊の

移動・到着に遅れが生じ、死傷者が拡大する。また、被害確認や

応急措置・復旧が遅れ、余震等により建物倒壊が発生する等の二

次被害が発生する。 
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指標 業務の開始（再開）が遅延することに伴う影響 

被災者生活支援 業務が遅延・中断することにより、避難所等で生活する被災者の

身体的・精神的な負担が増える。 

財産の保護 施設・設備の復旧が遅れることで、区民の財産に影響を及ぼす。ま

た、区民の生活に必要な基本的な社会インフラの復旧が遅れる。 

生活再建・復興 業務が遅延・中断することにより、被災者の生活再建（衣食住の

確保）や社会・経済活動の回復が遅れる。 

行政機能維持 業務が遅延・中断することにより、行政機能の回復が遅れ、区の

災害対応にも遅延・中断、区全体の社会・経済活動に影響を与え

る。 

表 9：非常時優先業務における優先順位の指標 

  

 また、非常時優先業務のうち、72時間以内に着手する非常時優先業務を最重要非常時優

先業務をとして選定し、優先的に災害時職員行動マニュアルで業務の活動項目や必要な資

源の整理等を行っている。  
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4. 業務継続に必要な執行体制の確保 

4-1. 参集分析 

夜間・休日に大規模な災害（特に突発性の高い地震）が発生した場合を想定、本庁舎等

に参集できる職員の人数を予め分析した。 

 

4-1-1. 試算条件の設定 

職員の参集について、都政 BCP にて提示された条件を踏まえて下記の試算条件のもと、

実災害を想定したものとして分析した。 

 

■試算条件 

① 参集速度 

⚫ 夜間の停電による視界不良や路上障害物の回避、休憩等を考慮し徒歩参集の場

合最大 2km/hとする。なお、野営はしないものとし、1日の徒歩時間は、10

時間を目途とする。 

② 参集困難：公共交通機関の運行停止 

⚫ 20km圏外は徒歩参集が困難とする。20km 圏外の職員は、公共交通機関の復

旧後（1 週間以降）に順次参集するものとする。 

③ 参集困難：職員の被災・居住地域の被災 

⚫ 新たな被害想定（令和 4年 5月）を踏まえ、区市ごとの人的被害の想定（例:

死亡率＝死者／区民）を基に死者・重傷者数を算出。重傷者は 1 か月以降も参

集不可とする。 

⚫ 建物の倒壊や延焼火災、道路閉塞が多数発生している甚大な被害が発生するエ

リアに居住する全職員は 72 時間以内の参集は困難とする。消火活動等により 

72 時間以降、順次参集。1 か月経過した時点でも 2%は参集できないものとす

る。 

④ 参集困難：地震による混乱 

⚫ 72 時間以内の各時間帯における参集対象者の 20％を参集困難とする。72時間

以降に順次参集を開始。 

⚫ 1 か月経過した時点でも 2%は参集できないものとする。 

⑤ 参集困難：家族の被災 

⚫ 2 週間以内の各時間帯における参集対象者の 10％を参集困難とする。2 週間以

降に順次参集を開始。 

⚫ 1 か月経過した時点でも 2%は参集できないものとする。 
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4-1-2. 試算結果 

参集率は発災後３時間以内で 11.9%、3日以内で 29.2%程度である。発災後初期は約 1

割の職員で、3日間は約 3 割程度の職員で災害対応にあたる必要がある。2 週間以内に 9

割以上が参集する。 

 

 

図 9：参集分析の結果 

 

4-2. 執行体制の確保に関する施策 

4-2-1. 職員の安否確認 

災害発生時において、非常時優先業務を迅速かつ確実に遂行するためには、その業務に

従事する職員の安否・庁舎への参集可否、参集に要する時間を速やかに災対各部が把握す

ることが重要である。 

災害時は停電・通信のふくそうにより職員参集状況の把握が困難となることが予想され

るため、災対各部は電話連絡だけでなく、職員へのメール送信及び SNSの活用のほか、

緊急時職員参集システム等を活用して迅速に職員の安否及び参集状況を確認する。 

 

4-2-2. 非常配備態勢等の構築 

（1）非常配備態勢 

区の非常配備態勢については、「中央区地域防災計画（第２部 第４編 第１章 第５ 

災害発生後の初動対応）」で下表のとおり定めている。なお、休日、夜間等の職員の勤務

時間外に震度６弱以上の地震が東京 23 区に発生した場合は、第４非常配備態勢が指令さ

れたものとみなし、あらかじめ指定された場所に参集する。 

 



 

22 
 

■第１非常配備態勢 

項目 内容 

時期 概ね 24 時間後に災害が発生するおそれがあるとき、もしくはその他の状況

により本部長がこの指令を発したとき。 

態勢 水防その他の災害の発生を防ぐための措置を強化し、救助その他災害の拡大

を防止するために必要な準備を開始するほか、通信情報活動を主とする。 

配置基準 通信情報活動に必要な人員 

 

■第 2非常配備態勢 

項目 内容 

時期 概ね 12 時間後に災害が発生するおそれがあるとき、もしくは局地災害が発

生したとき、又はその他の状況により本部長がこの指令を発したとき。 

態勢 本部職員の約 3 分の 1をもってこれに当たり、第１非常配備態勢を強化す

るとともに、局地災害に直ちに対処できる態勢とする。 

配置基準 本部職員の約 1/3 

 

■第 3非常配備態勢 

項目 内容 

時期 事態が切迫し、担当の地域について災害が発生すると予想されるとき、もし

くは発生したとき、又はその他の状況により本部長がこの指令を発したと

き。 

態勢 本部職員の半数以上をもってこれに当たり、担当地域の災害に直ちに対処で

きる態勢とする。 

配置基準 本部職員の約 1/2 

 

■第 4非常配備態勢 

項目 内容 

時期 災害が拡大し、第３非常配備態勢では対処できないとき、又はその他の状況

により、本部長がこの指令を発したとき。 

態勢 本部の全力をもって当たる態勢とする。 

配置基準 本部の全力 
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（2）臨時非常配備態勢 

非常配備態勢確立前の臨時的な職員態勢は、「中央区地域防災計画（第２部 第４編 

第１章 第５ 災害発生後の初動対応）」で定めている。なお、令和 7 年 4月に臨時非常

配備態勢を見直し、対象職員の拡大を行った。 

 

■情報収集態勢 

項目 内容 

設置基準 区内で震度 4の地震が発生したとき 

指定職員 防災危機管理室職員 

参集場所 防災危機管理センター 

 

■地震警戒態勢 

項目 内容 

設置基準 区内で震度４かつ東京 23区内で震度５弱以上の地震が発生したとき 

指定職員 防災危機管理室職員 

参集場所 防災危機管理センター 

 

■臨時非常配備態勢（震度 5弱が発生した場合） 

項目 内容 

設置基準 区内で震度５弱以上の地震が発生したとき 

指定職員 

特別職、管理職、職務上参集が求められる係長、区内・隣接区に居住する職

員及び本庁舎から概ね 10km 圏内に居住する職員のうちあらかじめ区長が指

定する者、防災危機管理室職員 

参集職員 
特別職、各部局長、職務上参集が求められる課長及び係長、区内・隣接区に

居住する職員、防災危機管理室職員 

参集場所 防災拠点、指定された職場、防災危機管理センター 

 

■臨時非常配備態勢（震度 5強以上が発生した場合） 

項目 内容 

設置基準 区内で震度５強以上の地震が発生したとき 

指定職員 

特別職、管理職、職務上参集が求められる係長、区内・隣接区に居住する職

員及び本庁舎から概ね 10km 圏内に居住する職員のうちあらかじめ区長が指

定する者、防災危機管理室職員 
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項目 内容 

参集職員 
特別職、各部局長、職務上参集が求められる課長及び係長、本庁舎から概ね

10km圏内に居住する職員、防災危機管理室職員 

参集場所 防災拠点、指定された職場、防災危機管理センター 

 

4-2-3. 職務代理者の指定 

災害時において、部長が被災等により本庁舎に参集できない場合は、本部員代理（あら

かじめ本部員が指名する者）がその職務を代理し、本部の指示や計画に基づき非常時優先

業務について部員を指揮する。 

また、部長・課長等の幹部職員が不在の場合にも迅速に適切な意思決定ができるよう、

指揮命令系統を確立しておく必要がある。 

災害対策本部を設置後の職務代理の考え方は、「中央区地域防災計画（第 2部 第４編 

第１章 第６ 災害対策本部の設置及び運営（６）職務代理の考え方）」で下表のとおり

定めている。 

 

不在者 職務代理者 備考 

区長 副区長（2名） 副区長の順位は、中央区長の職務を代理する

副区長の順序を定める規則による。 教育長 

部長 当該部の庶務担当課長 部長があらかじめ指定する課長を複数指定

し、代行順序を定める。 当該部の管理職で組織順 

課長 当該課の庶務担当係長 課長があらかじめ指定する担当課長又は課

長代理級職員（統括課長代理、課長代理）の

中から複数指定し、代行順序を定める。 

また、課長代理級職員が欠ける場合を想定

し、一般職員の中から複数指定し、代行順序

を定める。 

当該課の係長で組織順 

表 10：職務代理者の一覧 
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4-2-4. 非常時優先業務の絞り込み 

首都直下地震等の災害発生後、限られた資源を優先度の高い業務の着手に投入すること

が求められるが、被災状況によっては非常時優先業務であっても、そのすべてを実施する

ことができない可能性があるため、非常時優先業務を実施する優先順位を設定（重点化）

する。 

 

4-2-5. 庁内の職員確保及び庁外からの応援の受入 

災対各課による非常時優先業務が職員数の不足により実施できない場合、災対部内他課

に職員の再配置を実施する。災対部内において職員が確保できない場合、他の災対部にお

いて確保をする。庁内において職員の確保ができない場合、庁外に職員の応援要請を実施

し、非常時優先業務を実施するための職員を確保し、持続可能な態勢を構築・維持する。 

 

4-2-6. 職員ローテーションの確立 

災害発生時には、24 時間態勢で災害対策本部は非常時優先業務を実施することから、業

務を継続できる態勢を早期に構築することが災対各部に求められる。この場合、災対各部

においては、勤務と休息を交代制で実施するローテーションを組みながら業務の対応を図

る。 

 

4-3. 災害対策本部の設置・運営 

4-3-1. 災害対策本部の設置 

災害発生時には、災害対策本部は 24 時間態勢で非常時優先業務を実施することから、

業務を継続できる態勢を早期に構築することが求められる。 

また、災害対応が長期化する場合においても持続可能な態勢を維持するため、早期に災

対各部の実情に応じた勤務ローテーションを確立するとともに、災害時における職員（応

援職員含む）の休憩・宿泊場所の確保にも取り組むことが不可欠である。加えて、災害時

のより安定した長期勤務体制の確立に向けて、本庁舎会議室やその他区施設等を休憩・宿

泊場所として使用する運用も考慮する必要がある。 
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4-3-2. 初動態勢 

区内において災害が発生し、又は発生するおそれがあるときに、開庁時間帯において

は、防災危機管理課職員が、休日・夜間においては警戒勤務の管理職員、災害応急指令員

が、本庁舎 1階において防災危機管理センターを立ち上げ、情報収集、連絡等の初動対応

にあたる。震度、被害状況等に応じて、防災危機管理室長等への連絡により、災害対策本

部の設置について判断を仰ぐこととする。 

災害対策室を本庁舎 8階大会議室に設置する指示が出るまでは、防災危機管理センター

及び本庁舎各フロア等の災対各部が、災害情報の収集、関係機関等との連絡・調整、災害

対応等実施する。 

 

 

 

図 10：災害対策本部設置後の業務の流れ 
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4-3-3. 本部長・本部員の代行 

災害時において、部長が被災等により本庁舎に参集できない場合は、本部員代理（あら

かじめ本部員が指名する者）がその職務を代理し、本部の指示や計画に基づき非常時優先

業務について部員を指揮する。 

また、部長・課長等の幹部職員が不在の場合にも迅速に適切な意思決定ができるよう、

指揮命令系統を確立している。 

 

4-4. 受援 

4-4-1. 基本的な考え方 

災害時には、被害状況により人的・物的資源が限られることが想定されることから、庁

内外における人的・物資受援に係る手順や役割分担について整理し、業務継続の体制を確

保している。 

 

4-4-2. 受援体制の構築 

（1）対象業務 

令和６年の能登半島地震等、近年の災害に共通し、特に業務の負担が大きく、受援が必

要と考えられる業務である「受援対象業務」は、以下の 7つの業務を想定する。 

 

■対象業務 

① 避難所運営 

② 物資の仕分け・荷下ろし等 

③ 住家被害認定調査 

④ り災証明書の交付 

⑤ 被災建築物応急危険度判定 

⑥ 災害廃棄物の処理 

⑦ 道路・橋りょう等応急復旧 

 

（2）組織体制 

応援要請、受入れに係る準備及び調整については災対各部において主体的に行うものと

し、受援の全体調整及びとりまとめを災対総務部が行うものとする。災対各部における受

援担当は、災対各部庶務担当課長を責任者とし、部庶務担当係長を業務実施担当者とし、

部内の職員態勢、応援要請の要否、応援職員の受入れに際し必要な調整を行う。また、災

害ボランティアの要請については、災対各部のニーズを集約した上で、災対福祉保健部が

中央区災害ボランティアセンター等との調整を行う。 
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担当部課 実施内容 

災対総務部 災対各部からの応援要請を踏まえた人員配置、庁外受援に係る

災対指令部との調整、受援に関する記録、応援職員の労務管理

（統括）、宿泊場所等の提供 

災対指令部 災対総務部の要請を踏まえ、東京都へ DIS（東京都災害情報シ

ステム）を通じた応援要請を実施 

災対福祉保健部 一般ボランティアに関するニーズの集約、中央区災害ボランテ

ィアセンターとの連絡調整 

災対各部庶務担当課 部内における人的受援のニーズの集約、災対総務部への応援要

請、災対福祉保健部へのボランティア派遣の要請、応援職員の

受入れ準備、応援職員の労務管理 

災対各課 職員参集状況の確認、人員の過不足について確認し部庶務担当

課へ報告 

表 11：受援に関する連絡一覧 

 

4-4-3. 人的受援（庁内） 

災対各部は、部内職員の参集状況を確認し、非常時優先業務を実施するにあたり人員が

不足する（不足する見込みがある場合を含む）場合は、部内において適切な人員の配置を

行う。部内の人員のみでは不足する場合には、災対各部庶務担当課を通じて、災対総務部

へ人員の応援を要請する。 

災対各部から人的受援のニーズを集約した災対総務部は、必要に応じて庁内職員の配置

換えを行う。 

 

図 11：庁内からの職員の応援の流れ 
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4-4-4. 人的受援（庁外） 

区職員では、十分な災害対応ができない場合は、庁外へ職員の応援要請を行う。 

庁外に対する職員の応援要請は、東京都及び災害協定自治体に対しては災対指令部、対

口支援については、災対総務部職員課が区長会を通じて東京都に要請するものとする。 

 

 

図 12：庁外からの職員の応援の流れ 

4-4-5. 応援職員の受入れ 

庁内外へ職員の応援要請を行った災対各部は、応援職員の受入れ体制を構築する。受入

先では、執務場所・休憩場所の確保、業務の実施に必要な備品、物品、消耗品等の準備を

し、応援職員の労務管理を行う。また、災対総務部は、応援職員の労務管理を統括し、必

要に応じて宿泊場所等の確保を行う。 

 

4-4-6. ボランティアへの応援要請 

（1）活動の概要 

災害時、中央区社会福祉協議会は、区と協議の上「中央区災害ボランティアセンター」

を中央会館内に設置（中央会館が使用不可の場合は、被害状況を考慮して使用できる施設

に設置）し、災害ボランティアの受入調整を開始する。 

災害ボランティアセンターにおける支援内容は以下のとおり。 

① 区災害対策本部と連携した情報の収集及び提供 

② 東京都災害ボランティアセンターとの連絡調整 

③ ボランティアの受入れ、登録、配置に係る調整 

④ ボランティア保険の加入手続き 

⑤ ボランティア団体、NPO等との連絡調整 

なお、中央区災害ボランティアセンターで受入れ等を行うボランティアは「一般ボラン

ティア」とし、「専門ボランティア」の受入れ等は、当該業務を所掌する災対各部が行う

ものとする。 
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指標 一般ボランティア 専門ボランティア 

定義 被災者支援活動を行う者で、専

門的な知識や技能を必要としな

いボランティア 

専門的な知識や技能を必要とす

るボランティア 

（ア） 応急危険度判定員 

（イ） 医療系ボランティア 

（ウ） 語学ボランティア 

 

活動内容（例） 防災拠点における避難所運営、

救援物資の整理・輸送、被災状

況の把握・状況提供等 

応急危険度判定、被災者等への

健康相談、外国語の翻訳・通訳

等 

対象 区民等 応急危険度判定員（災対都市整

備部） 

医療従事者（災対保健所部） 

通訳者（災対区民部） 

受入窓口 中央区災害ボランティアセンタ

ー 

災対各部 

表 12：活動の概要 

 

（2）応援要請 

（ア）一般ボランティア 

 一般ボランティアは、被災者支援に関する活動を行う。区災害対策本部としては、区と

して把握した災害ボランティアのニーズを、中央区災害ボランティアセンターに共有した

上で、避難所運営や救援物資の仕分け等、災害対応に係るボランティア要員の派遣を要請

する。 

〇対応項目 

① 区において把握した一般ボランティアのニーズは、災対福祉保健部において取りまと

める。 

② 集約したボランティアニーズを、中央区災害ボランティアセンターに共有し、ボラン

ティア派遣に関する調整を行う。なお、中央区災害ボランティアセンターが未設置の

場合は、区災害対策本部より中央区社会福祉協議会に設置を要請する。 

③ 中央区災害ボランティアセンターと連携し、必要に応じてボランティアの受入れや現

地派遣の調整を行う。 

④ 災害ボランティアの活動に必要な情報、資器材等を提供する。 
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（イ）専門ボランティア 

 専門ボランティアは、災害ボランティアのうち、専門的な知識や技能を必要とするボラ

ンティアで、本区の災害対応においては主に、応急危険度判定員、医療系ボランティア及

び語学ボランティアの受入れを想定している。 

 専門ボランティアニーズの集約、応援要請、受入れに係る準備・調整は、専門ボランテ

ィアが従事する業務を所管する災対各部において行うこととしている。 

 

図 13：中央区災害ボランティアセンター相関図 
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4-4-7. 物的受援について 

（1）基本的な枠組み 

発災直後は区及び都の備蓄物資で対応を図る。備蓄物資に不足が生じる場合は、都をは

じめ協定事業者や相互援助協定自治体から物資を調達する。さらに不足が生じるなど自ら

物資の調達ができない場合は、都に要請する。 

 国は、区及び都の備蓄物資が発災後数日で枯渇することを想定し、都の具体的な要請を

待たずに、発災後４日目から７日目までに必要と見込まれる物資を都に輸送する（プッシ

ュ型支援）計画としている。 

 都は、必要に応じて、区からの具体的な要請を待たずに必要と見込まれる物資を輸送す

る。また、できる限り早期に区の具体的な物資の必要量を把握の上、国や協定事業者に対

し、必要量を要請する仕組み（プル型支援）に切り替える。 

種類 概要 

区の備蓄物資 職員や避難所生活者等に必要となる飲料水や食料、生活必需

品について備蓄している。 

協定自治体からの救援

物資 

協定自治体に要請し、食料、飲料水、生活必需品等の供給を 

受ける。 

協定事業者（米穀、麺

類）からの調達物資 

協定事業者に要請し、精米又は麺類の供給を受ける。 

都からの救援物資 都の備蓄物資のほか、国や協定自治体・事業者等から調達し 

た物資の供給を受ける。 

表 13:「物的受援の基本的な枠組み 

（2）物的受援の基本的な流れ 

大規模災害時における受援物資等の基本的な流れは下図のとおりである。 

 

 

図 14：物資の基本的な流れ  

中央区 



 

33 
 

4-4-8. 受援終了の調整 

（1）受援終了の検討 

応援職員・ボランティアを受け入れる災対各部の受援担当者は、応援職員・ボランティ

アが従事している業務の実施状況を随時把握し、当該業務が終息する目処が立つことを確

認した場合又は区職員だけで対応可能な業務量に落ち着いてきた場合など、受援を終了す

ることついて検討を行う。 

なお、応援職員・ボランティアが従事している業務の状況に関わらず、応援団体側の都

合により応援を終了する旨の申入れがあった場合は、応援団体の意向に沿って対応する。 

（2）受援終了の調整・決定 

災対各部の受援担当者は、各業務の受援担当者との協議後、応援団体と受援終了の時期

等を調整し、調整内容を災害対策本部会議へ付議し、決定する。 

 

4-5. 通常業務の再開・実施等 

災害発生により非常配備態勢への移行、非常時優先業務への職員の優先的な投入により

区の通常業務は停止とする。一方、時間経過（特に救助活動の終了、避難所の縮減等）に

より、区民の日常生活が回復傾向にある場合、これまで停止していた通常業務についても

順次再開・実施する必要が生じる。 

非常時優先業務の調査・整理の中で、時間軸に従い配置するポスト数の見える化を行っ

た。（詳細は「3-2. 非常時優先業務」参照） 

必要人員のピークを迎える 1週間後以降、被害及び災害対応の状況を踏まえ、順次通常

業務の再開に必要な職員を確保する。 
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5. 業務継続に必要な執務環境の確保  

5-1. 予防対策 

5-1-1. 安全対策 

（1）建物の耐震性 

 区施設の耐震性能の向上のための対策はすべて完了している。 

 

（2）エレベーター 

災害時、区庁舎内のエレベーターはその安全が確認されるまでは、当面の間、使用しな

い。本庁舎内のエレベーターは、地震時管制運転装置を設置しているため、地震等による

閉じ込めの可能性は低いと考えられているものの、運転の停止を考慮し、エレベーターの

キャビネット内に水（飲料水）や携帯トイレ等を備蓄している。 

 

（3）執務室 

本庁舎内の執務スペースに設置しているキャビネット、ロッカー等は、地震による転倒

防止のための固定は実施済みである。また、平時からキャビネット等に不要物品を置かな

いようにするなど、各組織毎に執務環境の整備を行うよう周知を行っている。 

 

5-1-2. 車両の確保 

大雨等により、庁舎に浸水の可能性がある場合、本庁舎地下駐車場の庁有車を地上に移

動させる必要がある。災対各部は、災対指令部の指示のもと、管理している庁有車を浸水

想定区域外に移動することとしている。 

 

5-1-3. ライフラインの確保 

（1）電気の確保 

区の被害想定では、区内の配電設備被害による停電率は 22.2%である。本庁舎では、災

害時の停電に備え、非常用発電機を増設し、設備機能維持用電源と非常時優先業務を行う

ために必要な電源を確保している。本庁舎地下 3階の非常用発電機にて、貨物用エレベー

ターや各フロアの電灯、給水ポンプ等に電源を供給して施設の機能を確保する。また、令

和 6年 10月に新規設置した 11 階非常用発電機にて非常用コンセントを通して 1階から 9

階までの各フロアに電源を供給する。なお、非常用コンセントに接続するために必要なコ

ードリールや OA タップを各フロアに配備している。 

あわせて、必要に応じて、災対各部においてモバイルバッテリーを配備している。 

本庁舎内の非常用発電機により、業務継続に必要な PC、複合機、テレビ、携帯端末の

充電等で 72 時間程度使用できる電力を確保しているが、平時から機器の充電を心掛ける
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とともに、災害時の電力途絶時には、災対各部における電力の使用は最低限にとどめ、応

急対策業務に使用する機器に対し優先的に電力を供給する運用を図る。 

 

（2）通信の確保 

 本区の被害想定では、区内の配電網被害による通信不通回線率は 1.0%である。 

本庁舎及び各特別出張所では、災害時の通信規制を受けない災害時優先電話を整備してい

るほか、地域防災無線、東京都防災行政無線、公用携帯電話、DIS（東京都災害情報シス

テム）、安心安全メールなど、多様な通信手段を確保している。 

本庁舎では、電話交換室は地下 3階の非常用発電機から電力を供給する。また、非常時

優先業務を確実に実施するため、庁内ネットワーク環境についても、11 階非常用発電機か

ら電力の供給を行うこととしている。 

 

（3）水・食料等の確保 

 区では、来庁者及び職員用として、東京都帰宅困難者対策条例に基づき水及び食料を備

蓄することとしている。また、緊急遮断弁付受水槽の水を飲料水として確保する。調査の

結果、職員や施設利用者用の飲料水が不足する区施設が一部あるため、必要な数量の備蓄

を進める必要がある。 

 

（4）トイレの確保 

 災害時は、排水管等の損傷によりトイレの使用ができない可能性があることから、区で

は災害時に使用できる携帯トイレを備蓄している。調査の結果、職員用の携帯トイレ等が

不足している区施設が一部あるため、必要数の備蓄を進めていく。 

また、災害時には適切にトイレを使用し、衛生環境を維持するため、庁舎内におけるト

イレの使用ルールを区職員及び来庁者に対し周知する。 

 

5-1-4. 情報システムの保護・復旧 

区の情報システムを管理するサーバールームについては、データのバックアップをする

ほか、非常用発電機から電源を供給するなどの対策をしている。 

各課においては、業務を継続するために必要なデータをバックアップで保存するととも

に、業務継続に関する重要データは、必要に応じて紙で保存するなど、停電時にシステム

が使用できない環境下でも業務継続が可能な体制を確保している。 

また、災害時における情報システムの維持及び復旧については、「区 BCP」のほか、「中

央区 ICT-BCP（仮称）」の整備を進めている。 
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5-2. 代替庁舎の特定 

5-2-1. 目的 

災害により本庁舎躯体に損壊・損傷が発生した場合、災害対策本部としての活動が維持

できないことが想定される。そのような状況において、業務継続ができるよう、本庁舎以

外の区有施設（例：特別出張所）を代替庁舎として活用することを想定し各施設の諸元調

査及び執務環境として必要な資器材・システムの導入を推進する。 

 

5-2-2. 候補施設の評価 

（1）評価の考え 

災害対策本部（及び災対各部）としての執務が安全にできるよう、都政 BCP が下記に

定める観点・基準を参考に、候補施設が代替庁舎として適しているのか評価を実施し、必

要な対策を実施する。 

 

項目 評価の考え 

危険性の

有無 

首都直下地震等が発生した場合でも、施設としての損壊及び火災が発生する

危険性がなく、代替施設として利用することが可能であること。 

執行体制

の確保 

業務の継続に必要な執行体制の確立（職員の移動・参集）が可能であること

（例：施設周辺で大規模な建物倒壊・火災の危険性がない）。 

災対各部の職員（移動対象として指定されている職員）を収容できる部屋

（例：会議室等）を複数有していること。 

執行環境

の確保 

平常時から施設として利用されており、施設としての保守・メンテナンスが

行われていること。 

ライフラインが停止した場合を想定し、非常用発電機や衛星通信等の資器材

を導入・持ち込み・設置することができること。 

非常時優先業務の継続に必要な情報システム・ツールの利用が可能であるこ

と。 

表 14：評価の考え 
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（2）各候補施設の現状 

災対各部に対する非常時優先業務に関する調査において、本庁舎が有する機能が代替候

補施設にて継続可能か否かついて地域危険度により確認した。各候補施設にて業務を実

施・継続できるよう、今後、必要な対策を実施する。 

 

特別出張所 地域危険度 

出張所 
住所 

（丁目まで） 

建物倒壊 火災 

危険量 

（棟/ha） 
ランク 

危険量 

（棟/ha） 
ランク 

日本橋特別出張所 日本橋蛎殻町一丁目 4.41 3 0.08 2 

月島特別出張所 月島四丁目 3.73 3 0.12 2 

晴海特別出張所 晴海四丁目 0.12 1 0 1 

表 15：代替施設が立地する地域危険度 

 

5-2-3. 代替庁舎（代替施設）への移転 

万一、本庁舎が使用不可、又は業務継続が困難になった状況下において、安全かつ迅速

に代替庁舎へ機能移転できるよう、平常時より、移転の決定や準備等について具体的な実

施手順や役割分担を検討する。 

 

項目 検討内容 

移転の決定 移転の決定基準となる本庁舎の被害の様相・程度 

代替庁舎の選定基準となる特別出張所の被害の許容範囲・基準 

代替庁舎の移転検討を行う担当部署 

移転・移転先の決定までの庁内意思決定の過程 

移転決定に関する関係各機関・区民等への広報の有無・内容 

移動の準備 移動対象者の指定（全職員の移動は前提としない） 

持参する資器材・システムの洗い出し 

移動経路及び移動手段（車両・徒歩等）の決定 

移動中 移動の実施方針（指定要員の一斉移動又は分割移動するか） 

移動中の災害対策本部・災対各部の業務継続（移動中も手を止めない） 
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項目 検討内容 

移動中の安全対策（余震が来ても移動を継続するか） 

移動後 代替庁舎内の部屋割り 

非常用発電機や衛星通信等の資器材の設置担当・設置場所 

移動後最初の災害対策本部会議の開催までの流れ 

本庁舎への災害対策本部機能の切り戻し基準 

表 16：代替庁舎への移転の流れ 
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